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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内部に燃料を収容可能とされた燃料収容部と、前記燃料収容部へ前記燃料を導入するた
めの導入口と、前記燃料収容部から前記燃料を排出するための排出口とを具備したケース
に対して、挿入、固定して用いる燃料加熱装置用ヒータであって、
　前記ヒータによる前記燃料の加熱において、前記ヒータの発熱温度は前記燃料の沸点以
上であり、
　前記ヒータの表面に粗面加工が施されており、
　前記粗面加工が施された前記ヒータの表面の表面粗さＲｚが１０～１００［μｍ］であ
ることを特徴とする燃料加熱装置用ヒータ。
【請求項２】
　請求項１記載の燃料加熱装置用ヒータであって、
　前記粗面加工が、ショットピーニング又は溶射によって施されていることを特徴とする
燃料加熱装置用ヒータ。
【請求項３】
　請求項１又は２記載の燃料加熱装置用ヒータであって、
　前記ヒータの表面と前記ケース内面との最短距離が０．５ｍｍ以上２．０ｍｍ以下であ
ることを特徴とする燃料加熱装置用ヒータ。
【請求項４】
　請求項１～３いずれか１項記載の燃料加熱装置用ヒータであって、
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　前記ケースは、燃料供給共通配管と燃料噴射装置とを接続する配管の内径よりも大きい
内径を有することを特徴とする燃料加熱装置用ヒータ。
【請求項５】
　請求項１～４いずれか１項記載の燃料加熱装置用ヒータを用いることを特徴とする燃料
加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関へ供給される燃料を加熱するために用いるヒータ及びそのヒータを
用いた燃料加熱装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車等に用いられる内燃機関においては、従来から用いられているガソリン、軽油の
他、アルコール又はアルコールとガソリンの混合燃料等が使用されるようになってきてい
る。特に、バイオエタノールを燃料として使用した場合、二酸化炭素の排出量を削減して
地球環境の保護を図れる可能性があり、バイオエタノールの燃料としての使用が注目され
ている。
【０００３】
　上記のように、内燃機関の燃料としてアルコールを使用した場合、特にコールドスター
ト時の始動性が悪くなる。このため、ガソリンを収容したサブタンクを用意し、始動時に
はガソリンを燃料として使用することが行われている。また、コールドスタート時の始動
性を向上させる技術としては、内燃機関に供給する燃料を加熱するための燃料加熱装置を
設ける技術が知られている。この技術では、垂直又は水平に配置された筒状の管内（燃料
収容部）の中心軸に沿って棒状のヒータを設け、このヒータによって筒状の管内の燃料を
加熱するようになっている（例えば、特許文献１、特許文献２参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平５－２６１３０号公報
【特許文献２】特開平５－１８３２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記した従来の燃料加熱装置では、円筒状の管内の中心軸に沿って棒状のヒータを設け
た構成となっている。このような構成の燃料加熱装置の場合、燃料加熱装置において燃料
を沸騰させない場合は良いが、燃料加熱装置において燃料を沸騰させるように加熱した場
合、沸騰によって、例えば直径が１ｍｍ以上の大きな気泡が多数発生する。すなわち、ヒ
ータ表面に発生した小さな気泡がヒータ表面から離脱することなく寄り集まって大きな気
泡となるまでヒータ表面に付着し続ける。このような大きな気泡は、ヒータの表面に付着
し易く、ヒータ表面に気泡溜まりが形成され易くなる。このため、ヒータからの熱が燃料
に伝わり難くなって燃料の加熱が効率良く行われなくなり、燃料の加熱に時間がかかると
いう課題と、燃料の加熱状態が不均一になるという課題があった。また、このためにヒー
タが過熱状態となり、ヒータが故障するおそれもある。
【０００６】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものである。本発明は、燃料を効率良く
迅速かつ均一に加熱することのできる燃料加熱装置用ヒータ及びそのヒータを用いた燃料
加熱装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の燃料加熱装置は、内部に燃料を収容可能とされた燃料収容部と、前記燃料収容
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部へ前記燃料を導入するための導入口と、前記燃料収容部から前記燃料を排出するための
排出口とを具備したケースに対して、挿入、固定して用いる燃料加熱装置用ヒータであっ
て、前記ヒータによる前記燃料の加熱において、前記ヒータの発熱温度は前記燃料の沸点
以上であり、前記ヒータの表面に粗面加工が施され、粗面加工されたヒータ表面の表面粗
さＲｚ（十点平均粗さ）を、１０～１００［μｍ］としていることを特徴とする。
【０００８】
　上記構成の本発明の燃料加熱装置では、ケース内に挿入、固定されたヒータの表面に粗
面加工が施され、粗面加工されたヒータ表面の表面粗さＲｚ（十点平均粗さ）を、１０～
１００［μｍ］としている。このように、ヒータの表面に粗面加工が施されていると、ヒ
ータの表面で燃料が加熱された際に発生する気泡の大きさが大きくなることを抑制するこ
とができ、粗面加工が施されていない場合に比べて発生する気泡の大きさを小さくするこ
とができる。すなわち、ヒータの表面に粗面加工が施されていると、濡れ性が向上し、気
泡がヒータの表面から離脱し易くなり、気泡が発生した際に、気泡が成長して大きくなる
以前にヒータの表面から離脱する。この結果、気泡溜まりが形成されることを抑制するこ
とができ、燃料を効率良く迅速かつ均一に加熱することができる。結果として、ヒータの
過熱を解消し、故障を回避することも可能となる。また、粗面加工されたヒータ表面の表
面粗さＲｚ（十点平均粗さ）を、１０～１００［μｍ］とすることにより、ヒータ表面で
発生する気泡の径を、粗面加工を行っていないヒータの場合に比べて小さくすることがで
きる。
【０００９】
　上記構成の燃料加熱装置用ヒータでは、ヒータ表面の粗面加工を、ショットピーニング
又は溶射によって施すことができる。溶射によって粗面加工を行う場合、ヒータ表面を構
成する母材と同様な材料を溶射することが好ましい。
【００１０】
　上記構成の燃料加熱装置用ヒータでは、ヒータの表面とケース内面との最短距離が０．
５ｍｍ以上２．０ｍｍ以下とされ、ヒータ表面とケース内面との間の間隔が狭い場合にお
いても、ヒータ表面から発生する気泡の直径を上記間隔より小さく維持することにより、
気泡溜まりが形成されることを抑制することができ、燃料を効率良く迅速かつ均一に加熱
することができる。
【００１１】
　上記構成の燃料加熱装置用ヒータでは、前記ケースが、燃料供給共通配管と燃料噴射装
置とを接続する配管の内径よりも大きい内径を有するように構成することができる。換言
すれば、この構成は燃料収容部を燃料供給共通配管と燃料噴射装置との間を接続する配管
とは異なる別個の「部屋」とすることとも言える。すなわち、燃料収容部で加熱された燃
料は配管の取り回しによっては燃料供給共通配管の内部へも移動することにもなり得るの
であるが、この構成により、その部屋（燃料収容部）の内部で燃料が対流し易くなり、燃
料噴射装置の直前に滞留する燃料が効率的に加熱されることとなるのである。
【００１２】
　上記の本発明の燃料加熱装置用のヒータを用いた燃料加熱装置であれば、燃料を効率良
く迅速に、そして均一に加熱することが可能となる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、燃料を効率良く迅速かつ均一に加熱することのできる燃料加熱装置用
ヒータ及びそのヒータを用いた燃料加熱装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態に係る燃料加熱装置の縦断面概略構成を示す図。
【図２】図１の燃料加熱装置用ヒータにおける粗面加工方法を説明するための図。
【図３】図１の燃料加熱装置用ヒータにおける気泡の発生状態を示す拡大写真。
【図４】比較例のヒータにおける気泡の発生状態を示す拡大写真。
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【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。図１は、本発明の実施形態
に係る燃料加熱装置１００の概略縦断面構成を示している。同図に示すように、燃料加熱
装置１００は、略有底円筒状に形成されたケース１０を具備している。このケース１０の
内部は、燃料を収容することができる燃料収容部１１として構成されている。また、ケー
ス１０の上側端部近傍には、燃料収容部１１へ燃料を導入するための導入口１２が形成さ
れており、ケース１０の下側端部近傍には、燃料収容部１１から燃料を排出するための排
出口１３が形成されている。
【００１６】
　本実施形態において、燃料加熱装置用ヒータ２０は、シース内に発熱抵抗体を配置した
シースヒータから構成されている。このヒータ２０のシースは、熱伝導性の良好な金属、
例えば、ＳＵＳ３１０から構成されており、その表面２１（図１において斜線にて示す）
には、図２に示すように粗面加工が施されている。なお、図２（ａ）は、ショットピーニ
ングによって粗面加工を施した場合を示しており、図２（ｂ）は、溶射により粗面加工を
施した場合を示している。溶射により粗面加工を施す場合、ヒータ２０の表面（シース）
を構成する母材と同様な材料を溶射することが好ましく（熱膨張係数差が小さいため剥が
れ難い）、本実施形態の場合、ＳＵＳ３１０から構成されたシースに対してＳＵＳ３１０
を溶射することによって粗面加工がなされている。なお、ヒータ２０としてセラミックヒ
ータを用いると、セラミックに割れ、欠け、等が発生する可能性があり、割れ、欠け、等
によって形成されたセラミック片によって燃料噴射装置等が詰まってしまう可能性がある
。このため、ヒータ２０としては、金属製のシースを用いたシースヒータを用いることが
好ましい。もっとも上記不具合が生じないように対策したものであれば、セラミックヒー
タを使用してもよい。
【００１７】
　上記のヒータ２０の粗面加工された表面２１の表面粗さＲｚ（十点平均粗さ）は、１０
～１００［μｍ］程度とすることが好ましく、１０～６０［μｍ］程度とすることがさら
に好ましい。このように、ヒータ２０の表面２１を粗面加工してその表面粗さＲｚを１０
～１００［μｍ］とすることにより、表面２１の濡れ性が向上し、燃料を加熱した際に発
生する気泡がヒータ２０の表面２１から離脱し易くなる。したがって、気泡が発生した際
に、気泡が成長して大きくなる以前にヒータ２０の表面２１から離脱する。この結果、気
泡溜まりが形成されることを抑制することができ、燃料を効率良く迅速かつ均一に加熱す
ることができる。表面荒さＲｚが１００μｍを超えると気泡が離脱し難くなり、結果とし
て大きな気泡へと成長し、発熱抵抗体が断線するなどのヒータ２０の故障の危険性があが
る。一方、表面荒さＲｚが１０μｍ未満であるとヒータ２０の表面２１を粗面加工した効
果が得られ難く、また、気泡による燃料の攪拌・対流の効果が小さくなるおそれもある。
なお、ヒータ２０の故障の危険性をより少なくしつつ、十分に燃料を対流させる効果を得
る観点から、その上限は上記のごとく６０μｍとすることがより好ましい。
【００１８】
　ケース１０の上側開口は、蓋体３０によって閉塞され、ヒータ２０は、この蓋体３０に
よって支持されている。
【００１９】
　上記構成の燃料加熱装置１００の導入口１２には、燃料供給共通配管１１０から分岐し
た燃料供給個別配管１１１が接続されている。また、燃料加熱装置１００の排出口１３に
は、燃料噴射装置１２０が接続されている。なお、ケース１０のうち燃料収容部１１をな
す部分は、燃料供給個別配管１１１や燃料噴射装置１２０へと接続する配管やケース１０
の導入口１２、排出口１３等と比較して内径が大きく形成されている。これにより、燃料
供給共通配管１１０から燃料噴射装置１２０までの間で１つの「部屋」（燃料溜まりとも
言える）を構成している。
【００２０】
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　上記構成の燃料加熱装置１００では、内燃機関の始動時において、内燃機関のピストン
がセルモータ等によって始動を開始する（クランキングする）以前に、燃料供給共通配管
１１０及び燃料供給個別配管１１１を通ってケース１０の燃料収容部１１へ供給されたア
ルコール等の燃料を、ヒータ２０に通電することによって予め加熱（予備加熱）する。こ
の予備加熱の時間は、数秒から十数秒程度である。この時、燃料は、燃料タンクから燃料
ポンプ等によって加圧されてケース１０の燃料収容部１１へ供給される。このため、燃料
収容部１１内において燃料は加圧された状態となっており、加圧された状態で予備加熱さ
れる。
【００２１】
　この後、内燃機関のピストンがクランキングされ、燃料収容部１１から燃料噴射装置１
２０への燃料の供給が開始される。このクランキングの際には、燃料収容部１１からの燃
料の排出と燃料収容部１１内への燃料の流入により燃料収容部１１内で燃料の流れが生じ
るが、この時もヒータ２０への通電は継続され、燃料の加熱が継続される。
【００２２】
　上記の燃料加熱装置１００による燃料の予備加熱の際、ヒータ２０に通電すると、ヒー
タ２０の表面２１で加熱された燃料は、ケース１０の内壁とヒータ２０との間を通って、
ケース１０の上方へ流れる。一方、温度の低い燃料は、上記の燃料の流れに押されて、ケ
ース１０の下側内壁とヒータ２０との間を通って、ヒータ２０の近傍に向かう流れを形成
する。このような流れによって、ケース１０内には、効率的な対流が発生する。
【００２３】
　そして、上記のヒータ２０による燃料の加熱が継続して行われ、通電開始から数秒乃至
十秒程度経過すると、燃料が沸騰し始め、燃料中に気泡が発生する。この時、本実施形態
の燃料加熱装置１００では、ヒータ２０の表面２１に、上述したように粗面加工が施して
あるので、表面２１の濡れ性が良く、気泡がヒータ２０の表面２１から速やかに離脱し、
気泡が表面２１に付着したまま成長して大きくなることを抑制することができる。この結
果、気泡溜まりが形成されることを抑制することができ、燃料を効率良く迅速かつ均一に
加熱することができる。
【００２４】
　図３は、上記の実施形態に使用した表面２１に粗面加工を施したヒータ２０（表面粗さ
Ｒｚが５７）を透明なケース内に収容し、燃料に代えて水を加熱した際の気泡の発生状態
を示す拡大写真である。また、図４は、比較例として、表面２１に粗面加工を施していな
いヒータ２０（表面粗さＲｚが１．２）を透明なケース内に収容し、図３の場合と同一の
条件で燃料に代えて水を加熱した際の気泡の発生状態を示す拡大写真である。これらの図
３、図４に示されるように、本実施形態によれば、比較例と比較した場合、沸騰によって
生じる気泡の大きさが明らかに小さくなっていることが分かる。
【００２５】
　気泡の大きさを測定したところ、比較例の場合、気泡の直径は１ｍｍ程度であった。一
方、本実施形態に用いたヒータ２０の場合、気泡の直径は０．１～０．５ｍｍ程度であり
、比較例の場合の１／２～１／１０程度の直径となっていた。したがって、本実施形態の
場合、比較例に比べて気泡溜まりが形成される可能性を低減することができ、ヒータ２０
から燃料への伝熱が気泡によって阻害されることを抑制することができ、燃料を効率良く
迅速かつ均一に加熱することができる。
【００２６】
　この場合、ヒータ２０の表面２１とケース１０の内面との最短距離が狭く、例えば０．
５ｍｍ以上２．０ｍｍ以下の場合、比較例では、直径が１ｍｍ程度の気泡が発生すること
により、気泡溜まりが形成され易く、対流の流れが滞ることにより、ヒータ２０から燃料
への伝熱が著しく阻害される。なお、気泡はヒータ２０の表面２１とケース１０の内面の
双方に付着する。このため、気泡の直径が１ｍｍの場合、ヒータ２０の表面２１に付着し
た気泡と、ケース１０の内面に付着した気泡とによって、当該気泡の存在により燃料が存
在しない箇所として、最大で合計２ｍｍの空間が形成されうる。一方、上記実施形態の場
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合、形成される気泡の直径は０．１～０．５ｍｍ程度であるため、気泡溜まりが形成され
る可能性が低く、対流の流れが滞ることを抑制することができ、ヒータ２０から燃料への
伝熱が阻害されることを抑制できる。
【産業上の利用可能性】
【００２７】
　以上において、本発明を実施形態に即して説明したが、本発明は上記実施形態等に限定
されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で、適宜変更して適用できることは言う
までもない。
　（ａ）例えば、ヒータはケースに対して平行に、互いの軸線が等しくなるように装着し
なくてもよく、ケース自体が重力方向に取り付けられていない構成であってもよい。すな
わち、本発明は燃料加熱装置のエンジンや車体への取り付けの向きについては何ら限定さ
れない。
　（ｂ）また、上記実施形態では、ヒータの形状は円柱状であったが、ヒータの形状もこ
れに限定されることなく、短いヒータとしてもよいし、円柱状としなくてもよい。
　（ｃ）さらに、上記実施形態では、ヒータの表面に施した粗面加工は一様になされてい
るが、ヒータの構成や、ヒータの取り付け方向に応じて粗面加工を行う部位を限定したり
、粗面加工の度合いを段階的に異ならせてもよい。具体例としては、ヒータの重力方向下
面側を上面側に対して表面粗度が大きくなるようにしてもよいし、ヒータの先端から後端
に向かって表面粗度が小さくなるようにしてもよい。これにより、ヒータの表面から気泡
が離脱する方向を制御して、対流をより効果的に発生させることも可能となるためである
。
　（ｄ）また、上記実施形態では、燃料収容部が部屋を構成するにあたり、周りの配管よ
りも内径を大きくしたケースによって実現しているが、燃料供給共通配管から燃料噴射装
置までの間の配管において、加熱された燃料が対流し易くなるように取り回すことで、上
記実施形態と同様の効果が得られるようにしてもよい。この場合は、その配管の取り回し
部分を本発明におけるケースとみなすことができる。
【符号の説明】
【００２８】
　１０……ケース、１１……燃料収容部、１２……導入口、１３……排出口、２０……燃
料加熱装置用ヒータ、２１……ヒータの表面、１００……燃料加熱装置、１１０……燃料
供給共通配管、１１１……燃料供給個別配管、１２０……燃料噴射装置。
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